
第５０回釧路地方裁判所地方裁判所委員会 

第４９回釧路家庭裁判所家庭裁判所委員会 

議 事 概 要  

 

 議 題 「裁判所における防災対策について」 

 

１ 開催日時 

 令和８年１月２６日（月）午前１０時００分から午後零時００分まで 

２ 開催場所 

  釧路地方・家庭裁判所第１会議室 

３ 出席者等 

 (1) 地方裁判所委員会委員 

石井孝行、伊藤明日佳、伊吹栄治（兼務）、岡田登、金安潤子、清水博之、

別所卓郎、宮下茂樹、武藤真紀子（兼務）（５０音順・敬称略） 

(2) 家庭裁判所委員会委員 

伊吹栄治（兼務）、岩村史人、桑嶌洋平、佐々木涼太、島森眞知子、髙﨑優

子、多田委代、水越壮夫、武藤真紀子（兼務）、森下智之（５０音順・敬称略） 

(3) 裁判所（説明者） 

田上弘樹（地方、家庭裁判所事務局長）、松村美紀（地方裁判所次長）、長

谷川砂奈絵（家庭裁判所次長）、澤田撤也（地方裁判所事務局総務課長）、米

坂将樹（地方裁判所事務局会計課長） 

 (4)  庶務 

    澤田撤也（地方裁判所事務局総務課長） 

４ 議事概要 

(1) 新任委員紹介及び挨拶 

新たに地方裁判所委員会委員及び家庭裁判所委員会委員を委嘱された委員



が委員会庶務から紹介され、それぞれ挨拶をした。 

(2) 議事の進行について 

飛澤知行委員長が転出したため、別所卓郎地方裁判所委員会委員長代理が

議事を進行した。 

(3) 委員長の互選 

委員の互選により、武藤真紀子委員が地方裁判所委員会委員長及び家庭裁

判所委員会委員長に選任された。以後の議事については、武藤真紀子委員長が

進行した。 

(4) 前回委員会で出された意見に対する検討、取組状況等 

別紙「報告要旨」のとおり報告された。 

(5) 裁判所からの説明等（裁判所における防災対策について） 

裁判所から、裁判所における防災計画の内容や訓練の実施状況、近年の災害

対応事例等について説明を行った。 

(6) 意見交換 

裁判所からの説明等についての感想及び質問を交え、意見交換を行った（要

旨は、別紙「発言要旨」のとおり。）。 

(7) 次回開催日時及び議題 

ア 開催日時 

令和８年７月６日（月）午後１時３０分から午後３時３０分まで 

  イ 議題  

       利用しやすい民事・家事手続案内について 

（地方裁判所委員会及び家庭裁判所委員会の合同開催）  



（別紙） 

報 告 要 旨 

 令和７年７月７日に開催された前回の地家裁委員会では、「裁判手続におけるデ

ジタル技術の活用の現状等」というテーマで、委員の皆様方から様々な御意見をい

ただいた。 

オンラインによる提出や申請はどんどん進めていくべきである、地方に居住する

方や、高齢者の方、障害を持った方など、裁判所に赴くことが難しい利用者にとっ

て、裁判所に行かなくても手続きが利用できるデジタル化はとても大きなメリット

がある、一般に流通されているものを利用することが更新時なども含めてコスト的

に一番良いので、裁判所でもそのような機器を利用しているのが良い、などといっ

た肯定的な御意見をいただいた。 

一方で、ウェブ会議による裁判により、外部に情報が漏れてしまう危険がないと

はいえないので、情報流出への対策は必要である、本人確認は慎重に行うべきでは

ないか、手数料の納付についてはインターネットバンキングだけではなく、クレジ

ットカードでも支払えるようになるべきである、現在、ウェブ会議のツールとして、

民事訴訟ではＴｅａｍｓを、家庭裁判所の調停はＷｅｂｅｘを利用することになっ

ているが、ツールを統一化してほしいといった御意見や御要望もいただいた。 

裁判手続のデジタル化は、全国の裁判所で統一的に推進しているプロジェクトで

あり、釧路地家裁独自でできる部分は多くはないが、委員の皆様からいただいた貴

重な御意見を踏まえ、上級庁とも連携しながら今後も継続して検討し、よりよい裁

判手続のデジタル化を目指していきたい。 

  



（別紙） 

発 言 要 旨 

１ 各団体における実情について 

⑴ 各団体における防災備品や防災マニュアルの整備状況等について 

  委員長： 各団体の防災備品等の整備状況や今後導入を検討している備品等

のほか、防災マニュアルの整備状況や見直し、改訂の頻度等の防災

対策の実情をお伺いしたい。 

委 員： 小中学校における実情としては、月に１回程度、避難訓練を実施

している学校もあると聞いている。避難所に指定されている学校は

避難住民の分も防災備品を整備しているが、指定されていない学校

は長期保存食を整備していない等、学校によって備品の種類や数に

違いがある点が現状の課題と考える。特に、防災用ヘルメットにつ

いては、避難住民の分も十分な数を用意する必要があると感じてい

る。防災マニュアルについては、文部科学省が発行しているマニュ

アル等に基づいて各学校が作成している。地震や洪水、火山噴火、

クマの出没対策等様々な状況に対応した防災マニュアルをそれぞれ

作成することもあるが、マニュアルが多すぎると災害時に実際にマ

ニュアル通りに対処できるかという課題もある。 

委 員： 当団体では、災害時の事業継続計画の策定のほか、地震、火災に

対する防災訓練を年１回ずつ実施している。津波警報の際は３階か

５階の大きな会議室に一時避難をし、大津波警報の際は夏は幣舞公

園、冬は釧路市生涯学習センターに避難する。火災訓練は裁判所同

様、消防署の方に来ていただき、訓練の結果を最後に講評いただい

ている。どちらの訓練でも避難ルートの確認を主な目的としている。

防災備品に関しては、自家発電機を整備していない等の課題がある。 

委 員： 当団体では、防災備品として自転車を整備している。自動車は避



難時の混乱によって渋滞が発生した際には使用が難しいケースが

あるが、自転車であれば津波の際に近くの高台に避難する際等の近

隣の移動においては有用であると考えている。 

委 員： 当団体のような放送局においては、報道準備のために、全国から

数百人規模の応援職員が来るが、その職員の宿泊先の確保が課題と

なっている。当局の施設内にダンボールベッドを組み立てて宿泊す

るだけではベッドが不足するが、災害時に宿泊できるホテルを一定

数確保することが難しい場面もある。防災マニュアルについては、

各エリアで内容が異なることもあることから、各エリアの防災マニ

ュアルをイントラネット内で共有して、事前に災害時の応援職員が

対象エリアの防災マニュアルを確認できる環境を整えている。マニ

ュアル作成の際は、気候や対象の放送局までのアクセス等の別の都

道府県の応援職員がわからないその土地特有の実情等を掲載する

ことも意識している。他局のマニュアルを確認することで、他局の

有用な防災備品の情報等を知ることができる点もマニュアル共有

のメリットだと考えている。 

⑵ 出先機関との連携について 

委員長： 出先機関との連携についてもお伺いしたい。令和７年２月の十勝

地方の雪害や同年７月の津波警報のように、釧路以外で災害が発生

した場合に、出先機関への支援・応援体制をどのように整えている

か。 

     また、出先機関との連絡手段をどのように確保しているかも併せ

てお伺いしたい。 

委 員： 令和７年２月の十勝管内の大雪による雪害を踏まえて、今年度か

らは、当団体で使用している官用車につき災害時に通行規制されて

いる道路を通行できるようにする緊急通行車両という登録を行い、



支援物資等を出先機関に運送することを可能にした。連絡手段の確

保という点では、災害時優先携帯電話等の整備を行う等の対策を行

っている。 

委 員： 当団体も、インターネットが使用可能な場合はコミュニケーショ

ンツール等を用いて出先機関等と連携し、インターネット等が使用

できない場合は災害時優先電話を使用して連携する等の対策を行

っている。出先機関等への社用車での移動の際は、道路の通行止め

情報等を出先機関の職員も含めて職員間で共有するようにしてい

る。 

委 員： 当団体には、根室や中標津、北見等に出先機関があるが、特に根

室がウィークポイントとなるので、根室に関しては北見の出先機関

から支援をする形にしている。カムチャッカ半島地震が発生した際

は根室に対して北見から三、四人程度の職員が自動的に支援に向か

ういわゆるプッシュ型支援を行った。災害の際の連絡手段の確保の

ために、スターリンクの契約等の複数の通信手段を持つ等の対策も

行っている。 

２ 雪害に対する防災対策について 

  委員長： 続いて、雪害に対する防災対策についてお伺いしたい。具体的には、

大雪の際に対応した事例や苦労した事例等を紹介いただきたい。 

委 員： 雪害特有の問題として、他の災害と異なり、当初の想定より雪があ

まり降らないケースや想定以上に雪が降るケース等、事前の予測が難

しい点が挙げられる。大雪が降った後に、各施設が交通状況やアクセ

スの可否等を検討し施設を休業するまでに一定の時間を要し、施設休

業の周知前にいらっしゃった住民への対応に苦慮する場面もある。 

委 員： 弁護士会においては、被疑者の要請から２４時間以内に留置施設に

赴いて、今後の手続等の説明を行う当番弁護士制度を雪害時にどう維



持するか等が課題となっている。 

３ 裁判所の防災対策について 

 ⑴ 防災設備及び備蓄品等の防災対策について 

   委員長： 紹介した裁判所の防災対策等を踏まえて、よりよい防災対策をす

るために改善すべき点等があれば意見をいただきたい。 

委 員： 裁判所の防災設備や備蓄品等の整備状況の高さには感心した。釧

路市民は津波警報の際に自動車で高台に避難することが多いが、裁

判所は防災の設備も十分で高台にあり、駐車場も十分に確保されて

いることから、市民の避難先として裁判所も選択肢の一つであると

感じた。 

委 員： 建築の専門家の視点から見ても、裁判所の設備は防災の観点にお

いて充実しているように感じる。特に、設置されている非常用自家

発電機が、灯油という普段も暖房で使用している汎用性の高い燃料

で稼働している点は評価できる。一方で、配布されている資料では

「１０日程度は自家用発電機の稼働が可能」と記載されているが、

冬場は暖房としても使用している灯油を同発電で使用するとなる

と、計算上おそらく１０日も持たないだろう。災害時のライフライ

ンの余力の正確な把握のためにも、誤解が生じないような記載に修

正する必要があるだろう。 

委 員： 女性の避難者の視点に立って考えると、新生児用の保存ミルクや

授乳カップ等も整備することが望ましい。 

また、一般市民の感覚からすると、裁判所が現在公表している情

報では、災害時に裁判所に避難してよいのか判然としないため、避

難してよいのであればその旨を事前に公表することが望ましい。 

 ⑵ 防災訓練等の各種訓練について 

   委員長： 裁判所においても今年度は検察庁や刑務支所等とのコラボでの防



災訓練を実施したが、各団体における防災訓練の実施状況をお伺い

したい。施設利用者も参加した形での防災訓練を実施したことがあ

れば、その内容などについても併せてお伺いしたい。 

委 員： 防災訓練は①釧路の支社のみ、②北海道の支社全体、③東京本社

と合同開催の３パターンに分けて実施している。他支社等と合同開

催することで、自分たちだけでは気付かない視点で防災について検

討することができた。 

なお、当団体では、避難される施設利用者も参加する形の防災訓

練は実施していない。 

 ⑶ 来庁者に対する避難誘導の際に留意すべき点等について 

   委員長： 裁判所には高齢者の方や障害をお持ちの方も来庁されるが、その

ような方々の避難誘導として留意すべき点等があればお伺いしたい。 

委 員： 来庁者に高齢者の方や障害をお持ちの方がいらっしゃった際は、

それぞれの体調等に配慮した適切な誘導が求められる。そういった

方を確認した場合、迅速に体調等を把握し適切に対応することが求

められるので、職員に対して研修等で対応方法を事前にシミュレー

ションしてもらう必要もあるだろう。 

 ⑷ 職員の防災意識の啓発について 

   委員長： 職員の防災意識を高める方策として、各団体における工夫例等が

あれば紹介いただきたい。 

委 員： 当団体では、職員に事前告知なしで防災訓練を実施することで、

職員一人一人に問題意識を持ってもらうとともに、その後の振り返

りで反省点を洗い出してもらう等して防災意識を高めている。 

 


